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1. はじめに 

2013年 4月に公職選挙法が改正され、インターネットを

活用した選挙運動、いわゆるネット選挙が解禁されること

となった。以降、衆参 2 回ずつの国政選挙を経験している

が、その間安定的に政権が運営されていることもあり、劇

的な変化は見られていない。他方で、ネット選挙解禁の影

響は投票率や選挙の結果に関して言及されることが多く、

候補者への影響にはあまり着目されていない。本研究では、

特に多くの候補者に利用されている Twitter の利用傾向を

中心に、ネット選挙解禁が候補者に与えた影響について検

討する。 

2. 先行研究 

 ネット選挙に関する先行研究については、2008 年の米国

大統領選におけるオバマ陣営のソーシャルメディア戦略の

成功や韓国におけるインターネット選挙の影響力について

言及されていることが多い[1][2][3][4]。また、国内のネッ

ト選挙解禁の影響に関しては、有権者へのアンケート調査

から一部領域で肯定的な反応があることが指摘されている

[5][6][7][8]。選挙時におけるソーシャルメディアの投稿内

容分析については、ドイツやイギリス、アメリカ等の先行

研究が存在するが、多くは政党や候補者の名前の言及回数

や投稿内容の感情分析（sentiment analysis）に着目したも

のであ り、その目的は選挙結果の予測が中心になってい

る[9][10][[11]。ただし、日本においては前述のようにここ

数年安定的に政権与党が国政選挙で議席を獲得しているた

め、ネット選挙解禁の影響自体が大きくないものと捉えら

れている。 

日本における選挙時のソーシャルメディアの投稿内容分

析を行った研究では、第 47 回衆議院議員総選挙の候補者

を対象としたものがあり、演説等の一方的な告知の内容が

多いこと、政党間の影響よりも個人の候補者の影響が大き

いこと、フォロワー数 1 万人が選挙期間中のアカウント利

用の閾値となっていることが明らかになっている

[12][13][14]。 

 本研究では。これらの先行研究を元に、以降の選挙結果

の分析を踏まえて、考察を行う。 

3. 調査 

3.1 調査方法 

 候補者の Twitter アカウントを特定するために、朝日新

聞および毎日新聞の特設サイトにおける情報を参考とした。

ただし、リストには漏れが多くあったため、候補者名での

検索を通じてリストに掲載されていないアカウントの把握

にも努めている[13]。なお、朝日新聞に関しては 2017 年の

選挙時は候補者のソーシャルメディアアカウントの有無に

ついてリストに掲載していない。 

 

3.2 分析方法 

 収集した候補者のアカウントについて政党ごとに取りま

とめ、期間中に使用したアクティブアカウントの上位 5 政

党の頻出単語の比較を行った。加えて、アクティブアカウ

ントと非アクティブアカウントについて、フォロー数とフ

ォロワー数の関係を散布図のかたちで可視化した。いずれ

も比較のために先行研究と同様の形式となっている

[12][14]。なお、紙面の都合もあり、本稿には 2014 年の第

47回衆議院議員総選挙と 2016年の第 24回参議院議員選挙

の結果のみ掲載している。 

3.3 分析結果 

 政党ごとの頻出単語の傾向については表 1 と表 2 のよう

になっている。「URL」と「演説」「選挙」という単語に

ついえは両選挙を通じて頻出単語の上位に位置している。

それ以外にも、演説の告知に関する文言が頻出以上に登場

しており、一方的な情報発信が利用傾向として目立ってい

る。ただし、特定のハッシュタグを政党として一貫して用

いるなどの変化も見られる。 

表 1 各政党の頻出単語（2014年）[14] 

 

自民党 民主党 維新の党 共産党 次世代の党

URL URL URL URL URL

演説 選挙 選挙 共産党 次世代の党

応援 演説 演説 日本共産党 選挙

選挙 民主党 維新の党 選挙 演説

該当 候補 候補 候補 次世代

候補 応援 衆院 演説 応援

本日 東京 街頭 比例 比例

自民 街頭 ご覧 訴える 街頭

お願い お願い 紹介 前 候補

個人 議員 決意 今日 お願い

†佛教大学社会学部准教授 

表 2 各政党の頻出単語（2016年） 

 

自民党 民進党 おおさか維新 共産党 公明党

URL URL URL URL URL

演説 選挙 おおさか維新 選挙 街頭

選挙 駅 選挙 演説 参院

街頭 演説 石井苗子 駅 演説

自民党 応援 選挙タックル 日本共産党 選挙

応援 候補 駅 伊藤岳 駅

駅 参院 演説 比例 公明党

この道を力強く
前へ

参議院 会 参院 前

本日 議員 参院 候補 里見

お願い お願い 比例 参議院 比例
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 フォロー数とフォロワー数の関係については、図 1 から

図 4 に示されている。こちらも候補者数の差はあるものの、

フォロワー数 1 万人が選挙期間中のアカウント利用の閾値

となっているという先行研究に合致した結果が衆参の選挙

制度の違いに関わらず得られている。 

4. おわりに 

選挙期間中の候補者の Twitter の利用傾向からは双方向

のコミュニケーションに活用されているとは言い難い結果

が示唆されており、ネット選挙解禁が大きなインパクトを

与えられていない現状とも合致している。ただし、1 万人

以上のフォロワーを抱えるアカウントでは非アクティブと

なりづらい傾向が一貫して示されるなど、普段の活用状況

が差異を生んでいる点については今後より詳細に検討する

余地があるだろう。 

注 

本稿の内容は第 36 回情報通信学会大会における報告内

容「2016 年参議院議員選挙期間中の候補者における

Twitter の利用傾向―2014 年衆院選の結果との比較から―」

を改訂・発展させたものである。 
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図 1 アクティブアカウント（2014年）[14] 

 
図 2 非アクティブアカウント（2014年）[14] 

 
図 3 アクティブアカウント（2016年） 

 
  図 4 非アクティブアカウント（2016年） 
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